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要旨

業界団体は，経済的・政治的市場における競争に大きな影響力を持つと考えられて

いる。しかしながら，特定の産業の企業に集合的行動をもたらす，これらの団体の

基盤的メカニズムに関しては，必ずしも十分に解明されていない。本稿では，業界

団体のメンバーの行動の決定要因に関する実証分析を行う。特に業界団体を運営す

る企業経営者の間に見られるコミットメントの差異を明らかにする。本稿の分析に

使用されるのは，企業経営者の業界団体活動について独自に設計された調査によっ

て，業界団体に属する台湾の主要企業から無作為に抽出されたサンプルから収集さ

れたデータである。多重回帰分析による分析の結果，業界団体に所属する企業経営

者が自らの時間を投じる水準には，統計的に有意な系統的変動があることが明らか

になった。企業経営者は，業界団体運営を巡りコミットメント水準の異なる複数の

グループに分化していることが示された。

1．はじめに

　業界団体とは，産業全体を自主規制する組織である。業界団体は，会員企業の集合的利益

を保護するために，産業の公共財の供給ニーズに基づいて組織される。業界団体は，業界基

準の策定と運用，広報活動の実施，統計データの収集と周知，新たな投入物・産出物市場に

おける潜在的機会に関する調査といった活動を行う（Oliver, 1990 ; Barringer and Harrison, 

2000）。

　産業の自主規制は，業界環境の資源を管理するためのメカニズムとして機能すると考えら

れてきた。競合する企業間に複雑な戦略的相互依存関係があり，そこから生じる問題の解決

には集合的行動（collective action）をとるという前提があるためである（King and Lenox, 

2000）。

　一方，集合的利益のために産業内の企業活動を調整することは，市場競争の促進の観点か

ら常に望ましいとは言えない。企業は共謀行動の機会を得るために，統計データの収集と周
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知のメカニズムを利用する事が多い。また，政治的資源が特定の産業に集中する際には，激

しい紛争が起きる。次期の選挙を考慮し，政治家は，インセンティブを産業に提供し，支持

基盤を拡げるべく働きかける（Glazer, 1993）。

　業界団体システムによる経済厚生への貢献の不確実さにも関わらず，業界団体は，経済的

かつ政治的影響力を保持してきた。これまで，この種の団体の集合的メカニズムを解明する

試みは限定されてきた。

　本研究の目的は，業界団体の運営における企業経営者の行動を調査・分析し，その決定要

因を検証することである。本稿の分析で計測するのは，企業経営者が業界団体の活動に関わ

る程度である。台湾の上位 5,000 企業の経営者に関する独自に設計された調査の結果を，重

回帰モデルを用いて分析する。

　業界の集合的行動を率いる立場の企業経営者がどのような行動をとっているかを，実証的

に検証し，集合的行動を行う傾向にある企業経営者と，フリー・ライディングを行う傾向に

ある経営者との間に，統計的に有意な差異があるかを明らかにする。

　台湾の業界団体組織は，近隣諸国の同種の組織と共通する特徴を持つ。日本や韓国のケー

スと類似し，第二次世界大戦後の高度経済成長の中，コーポラティズムに基づく企業間構造

が高度化した。1950 年代初頭，産業政策決定に際し，政策立案者は企業間の協調を阻む問

題を強く認識した。コーポラティズムのヒエラルキーを制度化し，業界団体に対し，政治的

資源の重要な決定権の委譲を決定した。しかしながら，1980 年代の末から，台湾において

の政治的民主化の後，そうした政府による介入は困難となった。その後，既に多くの資源を

手に入れていた台湾の業界団体は自律性を高め，政治的影響力を行使する機会を増加させた。

　企業経営者の業界団体への参加行動の把握は，通常，困難が伴う。本稿の分析では，社会

規範に関する経済理論（Ostrom, 1990 ; 2000, Kandori, 1992）の概念に基づき，慎重に検討

を行う。企業経営者は，同様の社会的背景を共有する他の企業経営者の将来の行動を考慮す

るとともに，周囲の企業経営者の合理的期待に沿うように，自らのコミットメントの度合い

を選択する。従って，企業経営者のコミットメントの水準は，個人レベルと企業レベルの要

因と相関関係が生じる。

　次節では先行研究を俯瞰し，第 3 節では分析方法を示す。第 4 節では分析結果を示し，第

5 節は結論とする。

2．先行研究

　産業の自主規制機関の分析は，コモンプール財の管理メカニズムに関する Ostrom の分析

（1990）が基盤になってきた。関連分野全体を視野に入れる機関の役割は重要である。土地，

海，水，山，森林といった公共財の管理者の間には，強い相互依存性が存在する。利害関係



東京経大学会誌　第 320 号

  137  

者は，この相互依存性を慎重に考慮し，大きな社会的紛争を生じさせないよう行動する。

　コモンプール財の管理メカニズムは，メンバー全体のために自己所有の資源ストックの一

部を自発的に提供する参加者がいることで成立する。ただし，資源管理の活動から生じる便

益は，他者の努力にただ乗りする者にも分配されるため，善良な貢献者よりもフリーライダ

ーの側に大きな純便益をもたらす。フリーライダーの排除が不可能なコモンプール財の管理

において，政府や企業に比べ，地理的範囲の限定された小規模コミュニティが有効であるの

は，この理由による。

　経済学の研究者は，自発的な貢献が求められる設定でのフリー・ライディングを，ゲーム

理論から明らかにした（Ostrom, 1990）。自発的貢献ゲーム（Voluntary Contribution 

Games, VCGs）は，囚人のジレンマと同様の展開をとる。公共財が効率的に提供されるか

どうかは，私的利益を追求する参加者が構成する小集団内で，コストを自発的に分担できる

かどうかに依存する。

　VCGs に関して，実証実験が行われ，市場における実際の現象を説明する知見が明らかに

された。Muller, Sefton, Steinberg, and Vesterlund（2008）は，ゲーム参加者の平均的な貢

献度は，時間が経過するにつれ，低下していくが，ゲームが中断された後に再開されると，

貢献度は再び高まることを示した。ゲーム理論研究者はこの現象を，同じステージゲームが

繰り返されることで，参加者がフリーライダーになっても良いと認識するためであるとした。

　業界団体運営のメカニズムは，こうした VCGs 実験のフレームワークと一定の類似の側

面を持つ。業界団体の運営は，同一産業内の企業とその経営者のネットワークが基盤となる

（Oliver, 1990）。Olson（1971）は，複数企業による利益集団の形成には，二つの主要な動機

があるとする。一つは，影響力の論理（logic of influence）で，一体となって努力すること

で，外部環境に組織的な影響を行使できるとするものである。もう一つの，サービスの論理

（logic of service）は，参加企業に，資源や情報が提供されるというものである。

　Olson（1971）の二つの論理のうち，サービスの論理は，少数の大企業に限定されている

とされてきた。Lenway and Rehbein（1991）は，米国の企業の政治活動の分析から，組織

スラックを保有する企業は，政治活動を行う際にリーダーシップをとる傾向にあるとした。

米国の産業における政治的資源の市場内で，コントロール集中の実態が確認された。政治的

関与を目指す企業戦略では，業界団体のガバナンスを担う理事会への関与を増加させられる

かが鍵となる。同時に，Lenway and Rehbein（1991）は，業界の政治活動でのコストを，

一切分担しない企業も存在することを見出した。

　加えて，Barnett（2013）は，米国の 148 の主要な業界団体の支出の決定要因を検証し，

業界団体の支出は，産業上位 4 社の利益率と統計的に有意に相関している一方で，産業全体

の利益率とは有意な相関はみられないとした。

　一方，集合的行動へのコミットメント水準の差異は，通常，把握は困難である。社会規範
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の経済理論の定義では，フリー・ライディングは，集団規範からの逸脱である。すなわち，

他者，特に同輩集団のメンバーからの合理的期待に背く行為である。この定義に該当する行

為は，集団内での深刻な紛争を引き起こす可能性が高い。

　フリー・ライディングについての見解は，経済実験の結果にも見られる。VCGs を設定し，

ゲーム開始時に参加者にそれぞれ異なる額の所持金を渡す。各ステージで，参加者は所持金

の一部を寄付として拠出するよう要請される。フリーライダーとなる動機や願望がほとんど

無い場合は，寄付額は，同様の金額を受け取っている参加者たちの間では一定額に等しくな

ると予想されたが，実際はそのような結果とはならなかった。

　よって，フリー・ライディングは，他の参加者よりも貢献コストを切り下げようとする試

みとみなす事が出来る。従って，フリーライダーをより正確に説明するのは，「チープライ

ダー」という表現である（Stigler, 1974）。

　先行研究では，業界団体の資源管理においてコントロール集中がみられるという予測を支

持する実証結果は依然として数少ない。前述の様に，集合的行動とフリー・ライディングを

検証する実証研究が十分ではない事による。本稿で用いる実証モデルでは，集合的行動とフ

リー・ライディングに関し，より実態に即して把握できると考える。

　一方，フリー・ライディングは学習プロセスに依存することが，これまでの VCGs の実

証実験から明らかにされてきた。本研究の実証分析においても，フリーライダーとなる動機

や願望がより強い者は，企業経営者の地位に長期間就いている者，創業者でもある企業経営

者といった，学習した情報が大きい者や，学習期間の長い者であることが予測される。

3．分析方法

3. 1　サンプル
　本稿の分析では，調査母集団の選択にあたって，業界団体の特定の産業カテゴリーを特定

しない事を選択した。その代わり，より一般的な母集団からサンプルを抽出した。

　この調査設計は費用と便益を同時に併せ持つ。一方で，特定の業界団体に焦点を当てない

ために，個々の業界団体が直面している外部条件についての情報が限定される。また業界団

体のそれら外部条件への戦略的対応についての情報も限定される。他方で，本研究の中心的

課題は，上層企業取締役の意思決定であり，特定の業界団体のコンテキストには分析の重点

は置かれていない。

　本稿の分析では，後述するが，企業取締役のエージェンシーに，より焦点を当てるために，

産業間の差異を最小化する方法で，産業標準化指標を作成する。従って，本研究で行う母集

団の選択は，本研究の分析においては，便益の側面が大きい。

　2007 年に出版された台湾企業上位 5,000 社のデータベースが，調査母集団を特定化するた
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めに使用された。これは中華徴信所（China Credit Information Service, CCIS）によって収

集・管理されている台湾の大企業の包括的なデータベースである。このデータベースには，

少なからぬ数の小規模な企業も含まれている。

　データベース上で，売上高で最下位の企業の年間売上高は，100 万新台湾元（約 461 万

円），従業員数は 30 名である。このデータベースから，民間部門の 1,058 社の国内所有企業

が，無作為に抽出された。抽出には，層化抽出法が用いられ，層化は製造業，非金融サービ

ス業，金融業の三つである。

　電話による質問票が作成され，2007 年の 7 月から 8 月にかけて，無作為に抽出されたサ

ンプルに含まれている企業に送付された。回答者は上層取締役（董事長と総経理）のアシス

タントであった。

　この方法がとられたのは，台湾企業の重役からデータを直接収集する際には，高い回収率

は期待できなかったためである。調査母集団は無作為に董事長のアシスタント（544 社）と

総経理のアシスタント（514 社）の二グループに分けられた。

　台湾において，董事長は CEO と専ら同等である。そればかりではなく，董事長はしばし

ば最も影響力が大きい主体で，代表権を有する。多くの重要な意思決定は董事長と総経理の

間でなされる。

　調査の過程では，アシスタントは自らの上司の活動について明るかったが，数人は上司に

質問に関し，どう思うか，確認した。403 の質問票が回収され，回収率は 38.5 パーセントで

あった 1）。

　回答の有無によるバイアスが発生していないかを確認するために，非回答者と回答者が比

較された。t 検定の結果によれば，企業規模の面では，バイアスは確認されなかったが，創

業からの経過年数の面では，統計的に有意だが，小幅なバイアスがあることが判明した。

　台湾の法制度においては，企業は業界団体に入会しなければならない（工業団体法 13

条；商業団体法 12 条）。この規制のため，国際的に見て，台湾の業界団体入会率は高い。

　多くの企業取締役が業界団体のメンバーシップを保有していると想定されるために，同種

団体活動への参加が入会のための金銭的費用によって阻まれる可能性を排除できる。このた

め，観測できないセレクション・バイアスの影響を限定できる。とはいえ，後述の分析では，

セレクションの影響を最小化する計量分析手法を導入し，この問題に対処する。

3. 2　被説明変数
　調査回答者はまず上司が最も頻繁に出席する業界団体の名称を聞かれる。次に，その特定

の業界団体について，上司の出席の頻度をレートすることを求められる。出席頻度は次の二

種の会合について個別に聞かれる：（1）理事会，委員会，部会などの内部スタッフ会合；

（2）全てのメンバーが参加できる年次大会，見学会，懇親会。
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　最初の質問に対する回答，つまり，内部スタッフ会合への出席頻度が，業界団体の資源の

集合的管理のために，上層企業取締役が投じた時間の水準を把握する変数として使用される。

　上層企業取締役の時間は企業の人的資源の重要な部分を成す。彼らの時間分配の選択はト

レードオフの認識と機会費用の評価によってなされる。従って，業界団体における運営問題

の討議に投じられた時間の長さは，経営意思決定の優先順位が表れたものとみなしてよい。

　サンプル中の上層取締役の多くが，董事（理事），幹事，監事を始めとする業界団体の運

営ポジションに就いていた。

　回答は 0-6 スケールで，スコアは以下のような割り当てである：出席したことがない；一

年に一回未満；おおよそ年 1 から 2 回；年に数回；おおよそ月一回；月 2 から 3 回；ほぼ毎

週。

　これらの間隔評価尺度は数値に変換された。つまり，間隔範囲の中間値を代入することで，

年間，経営者が何日，会合に出席したかを示す数値指標へと変換された。

3. 3　説明変数
　本稿の分析モデルは，業界団体の運営活動への参加頻度の決定要因として，先行研究から

特定した以下の説明変数を含む。

市場構造：市場構造は業界団体の企業間調整メカニズムとしての安定性に影響する重要な変

数である。Oliver（1990）においてレビューされたように，寡占産業においては，暗黙理で

非公式な共謀が，より効率的な調整を達成する。従って，安定的な業界団体の形成は，困難

である。一方，競争者が極めて多数存在する産業も，調整の失敗のために，安定的な業界団

体の形成は，容易ではない。

　従って，業界団体がいかに効果的に組織されるかは，市場集中度の正負両面の効果が想定

される。市場集中度の変数として，ハーシュマン・ハーフィンダール指数（Hirschman-Her-

findahl Index, HHI）を用いる。

企業規模と創業からの経過年数：大企業，あるいは創業から長期間経過した企業の上層取締

役は，より大きな影響力と，より良い評判を保持していると考えられる。

　従って，企業の規模と，創業からの経過年数を，それぞれ代表する変数が，本稿の分析モ

デルには含まれる。

　企業規模は年間売上高で測定され，創業からの経過期間は，企業の創業年から経過した年

数で計測される。年間売上高の変数については，自然対数がとられた。これらの変数は，出

席頻度の変数と同様に，産業標準化変数への変換が行われた。

ROA（Return on Assets）：分析モデルには，企業の利益率の変数が含まれる。ROA は産

業標準化が行われた変数を用いる。

売上高成長率：分析モデルには，前年からの売上高の年間成長率が含まれる。ROA の場合
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と同様に，産業標準化が行われた変数を用いる。

企業集団：分析モデルには，企業集団への所属の指標が含まれる。これは，企業が企業集団

の大規模投資信託ファンドからの金融支配を受けている場合は 1，それ以外を 0 とする変数

である。この定義は，CCIS の『台湾集団企業研究』ディレクトリーに従うものである。

上層取締役の年齢：分析モデルには，上層取締役の年齢の変数が含まれる。

上層取締役が女性：分析モデルには，女性の上層取締役を示す指標が含まれる。これは，女

性の上層取締役が 1，それ以外は 0 とコードされた変数である

教育年数：分析モデルには上層企業取締役の教育程度の変数が含まれる。これは，上層企業

取締役が受けた教育の年数で計測される。

年齢，女性，教育年数に欠損値：上層取締役の年齢，性別，教育年数には，サンプルの一部

に欠損が存在するため，これら三つの変数の欠損値については，変数の平均値を代入した。

この代入による影響をコントロールするため，欠損がある場合を 1，それ以外を 0 としたダ

ミー変数をモデルに含めた。

組織上の地位：董事長と総経理の差異はダミー変数によって捕捉される。これは董事長が 1，

総経理が 0 とコードされた変数である。

上層取締役の現職在職年数：上層取締役の現在のポジションに就任してからの在職年数を，

5 つのカテゴリーからなる複数のダミー変数によって捉える。

創業者と非創業者の別：この変数は，上層取締役が企業の創業者の場合を 1，それ以外が 0

とコードされている。

　Effinger and Polborn （2001）のモデルでは，参入者は二つのカテゴリーに分かれるとす

る。第一のカテゴリーの参入者は群集（herd），第二のカテゴリーの参入者は抗群集（anti-

herd）すると予測した。創業者が群集行動の一環として，業界団体を通じた協力関係を築

くか否か検証する必要がある。

　創業者であるとアシスタントの側から認識されている者の一部が，在職年数が，企業の創

業からの経過年数よりも短かった。これらの者については，創業当初からの投資家で，別の

創業者を引き継いだとみなした。従って，これらの者については非創業者としてコードした。

3. 4　推定モデル
　本稿で使用されるデータの特徴から，業界団体の運営活動への参加に，観測不能なセレク

ション過程が存在すると考えられる。このセレクションについては，既存企業による排他性

のためなのか，参入者の自己選択によるものなのかは，本稿で用いるデータからは明らかに

することは出来ない。しかしながら，計量的な方法論によって観測不能なセレクション・プ

ロセスに対処することは可能であり，本稿では，サンプル・セレクション・モデルを用いる

こととする。
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　実効性あるサンプル・セレクション・モデルの推計のためには，操作変数を用いることが

必要である。そこで，業界団体の創立からの経過年数を，業界団体の運営活動へ参入するか

否かの意思決定を示す誘導型推定式に含めて分析する。

　業界団体が組織として年数を経過するようになると，集団としての結束を増し，外部との

組織境界もより明確になる。これは，参入障壁としてはたらく。一方で，業界団体の創立か

らの経過年数が，直接的に業界団体の会合への出席頻度に影響するとは考えられない。

　このように本稿ではサンプル・セレクション・モデルを用いるが，次節で示される分析結

果は，標準的な OLS 分析によって推定しても，大きく異ならない。

4．分析結果

　表 2 は，サンプル・セレクション・モデルによる業界団体の内部スタッフ会合への標準化

出席頻度の決定要因の推定結果を示す。表 2 の最初の推定式では，上層企業取締役が業界団

体の内部スタッフ会合メンバーに選ばれる確率の決定要因を，プロビット回帰式に基づき検

証している。

　一方，モデル 2 の推定式では，業界団体の内部スタッフ会合メンバーとして選ばれた上層

企業取締役の出席頻度の決定要因を検証する。その際，モデル 2 に示された推定結果につい

ては，セレクション・バイアスの影響は緩和されていると解釈して良い。

　まず，モデル統計量によれば，推定式間の独立性の帰無仮説を棄却したことを示す Wald

統計量の有意性に示されるように，今回，特定されたサンプル・セレクション・モデルの有

効性は高い。2 つの推定式は同時に推定すべきであることを示唆している。

　次に，モデル 1 の推定結果は，業界団体の内部スタッフ会合に参加した経験の有無の決定

要因を示す。女性の上層取締役の効果は負で有意である。上層取締役の年齢の効果も負で有

意である。また董事長の効果は負で有意である。創業者の効果は負で有意である。上層取締

役の地位への在職期間の効果は正で有意である。企業集団への所属の効果は正で有意である。

企業規模の効果は正で有意であった一方，創業からの経過年数の効果は有意ではなかった。

さらに，操作変数である業界団体の創立からの経過年数の効果は正で有意であった。

　こうした結果から，業界団体の内部スタッフ会合での統計的に有意な選別プロセスが存在

することが伺えるが，業界団体の内部スタッフ会合に加わらないことが企業や経営者の自己

選択か，あるいは内部スタッフ会合による阻止なのかどうかを判別する知見は本研究では得

られない。

　モデル 2 の推定結果は，業界団体の内部スタッフ会合へ参入経験がある上層取締役につい

て，出席頻度の決定要因を示す。まず，上層取締役の個人レベルの複数の変数の効果が統計

的に有意であることが分かった。女性の上層取締役，受けた教育の年数の長い上層取締役，



東京経大学会誌　第 320 号

  143  

表
1　

変
数

の
基

本
統

計
量

変
数

観
測

数
平

均
標

準
偏

差
最

小
値

最
大

値

業
界

団
体

会
合

へ
の

出
席

頻
度

37
8

0.0
00

0.9
70

－
3.3

75
2.3

68

女
性

37
8

0.0
65

0.2
17

0
1

年
齢

37
8

57
.35

3
6.9

66
34

83

教
育

年
数

37
8

15
.47

6
2.6

82
6

21

欠
損

値
37

8
0.4

15
0.4

93
0

1

創
業

者
37

8
0.4

29
0.4

96
0

1

董
事

長
/

総
経

理
37

8
0.5

93
0.4

92
0

1

在
職

年
数

2
年

未
満

37
8

0.1
14

0.3
18

0
1

在
職

年
数

3-
4

年
37

8
0.0

71
0.2

58
0

1

在
職

年
数

5-
9

年
37

8
0.1

38
0.3

45
0

1

在
職

年
数

10
-1

9
年

37
8

0.2
51

0.4
34

0
1

売
上

高
37

8
0.0

00
0.9

70
－

2.0
53

3.0
71

創
業

か
ら

の
経

過
年

数
37

8
0.0

00
0.9

70
－

4.4
18

2.0
63

売
上

高
成

長
率

37
8

0.0
00

0.9
70

－
2.8

38
3.3

46

企
業

集
団

37
8

0.5
56

0.4
98

0
1

H
H

I
37

8
0.1

18
0.1

10
0.0

22
1

非
金

融
サ

ー
ビ

ス
業

37
8

0.3
73

0.4
84

0
1

金
融

業
37

8
0.0

42
0.2

02
0

1

業
界

団
体

の
創

立
か

ら
の

経
過

年
数

37
8

42
.16

7
19

.39
8

0
62



台湾の業界団体の運営活動における企業経営者のフリー・ライディングと集合的行動

　

  144  

表
2　

業
界

団
体

内
部

ス
タ

ッ
フ

会
合

へ
の

出
席

頻
度

の
サ

ン
プ

ル
・

セ
レ

ク
シ

ョ
ン

・
モ

デ
ル

の
推

定
結

果

変
数

　
業

界
団

体
会

合
の

出
席

経
験

業
界

団
体

会
合

へ
の

出
席

頻
度

女
性

－
0.2

65
**

（
0.2

82
）

0.5
96

*
（

0.2
70

）
年

齢
－

0.0
11

**
（

0.0
10

）
0.0

09
（

0.0
13

）
教

育
年

数
－

0.0
13

（
0.0

25
）

0.0
38

**
（

0.0
29

）
欠

損
値

－
0.0

61
（

0.1
63

）
－

0.0
62

（
0.2

03
）

創
業

者
－

0.2
81

*
（

0.1
59

）
0.4

70
*

（
0.2

09
）

董
事

長
／

総
経

理
－

0.2
53

*
（

0.1
37

）
0.0

04
（

0.1
60

）
在

職
年

数
2

年
未

満
－

0.9
30

*
（

0.2
58

）
0.4

59
**

（
0.3

01
）

在
職

年
数

3-
4

年
－

0.8
47

*
（

0.3
16

）
0.5

21
**

（
0.3

62
）

在
職

年
数

5-
9

年
－

0.6
74

*
（

0.2
42

）
0.6

73
*

（
0.2

90
）

在
職

年
数

10
-1

9
年

－
0.2

55
**

（
0.1

82
）

－
0.2

62
**

（
0.2

16
）

売
上

高
0.1

06
**

（
0.0

75
）

－
0.1

25
**

（
0.0

88
）

創
業

か
ら

の
経

過
年

数
0.0

10
（

0.0
84

）
0.0

57
（

0.1
10

）
売

上
高

成
長

率
0.0

18
（

0.0
70

）
－

0.0
15

（
0.0

83
）

企
業

集
団

0.4
48

*
（

0.1
57

）
－

0.4
90

*
（

0.1
98

）
H

H
I

－
0.2

93
（

0.6
40

）
0.6

99
**

（
0.8

37
）

非
金

融
サ

ー
ビ

ス
業

0.3
47

*
（

0.1
51

）
－

0.3
61

*
（

0.2
03

）
金

融
業

1.1
84

*
（

0.3
41

）
－

1.4
05

*
（

0.3
34

）
業

界
団

体
の

創
立

か
ら

の
経

過
年

数
0.0

04
*

（
0.0

02
）

定
数

項
0.4

21
（

0.7
88

）
0.9

12
**

（
1.0

30
）

ρ
－

0.9
61

*
（

0.0
15

）
σ

1.1
33

**
（

0.1
10

）
λ

－
1.0

90
（

0.1
20

）
観

測
数

37
8

2
段

階
目

観
測

数
25

4
W

al
d

統
計

量
46

.65
対

数
尤

度
－

34
1.2

80
W

al
d

統
計

量
p

値
0.0

00
括

弧
内

の
数

値
は

頑
健

標
準

誤
差

を
示

す
。

***
は

1%
有

意
水

準
で

有
意

，
**

は
5％

有
意

水
準

で
有

意
，

*は
10

％
有

意
水

準
で

有
意

で
あ

る
こ

と
を

そ
れ

ぞ
れ

示
す

。



東京経大学会誌　第 320 号

  145  

創業者である上層取締役，上層取締役の地位に就いて期間が短い者に関しては，出席頻度の

水準は高くなる傾向にある。

　企業レベルの説明変数に関しては，企業規模の効果は負で有意であった一方，創業からの

経過年齢の効果は有意でなかった。企業集団への所属の効果は負で有意であった。産業別の

変数については，HHI の効果が正で有意であった。

　モデル 2 の推定結果は，企業経営者の出席頻度の水準が，経営者個人レベル，企業レベル，

及び産業レベルの説明変数に依存していることを示す。これらの結果から，相対的に積極的

に出席するグループと，相対的に出席頻度の水準の低いグループが存在する事が示唆される。

　これは，Lenway and Rehbein （1991）の分析結果で，企業の政治的活動への投資には，

専有者，フォロワー，フリーライダーが存在すると示唆した事と，本質的に整合的である。

本稿の分析の結果で示されたように，女性経営者，教育年数の長い経営者，創業経営者，企

業経営者の地位に就いて期間の短い経営者，小規模な企業の経営者，企業集団の非所属企業

の経営者は専有者とみなすことができる。これに対し，男性経営者，教育年数の短い経営者，

非創業経営者，在職年数の長い経営者，大規模企業の経営者，企業集団の所属企業の経営者

はフリーライダーである傾向にある。

　モデル 1 とモデル 2 の結果を併せて検討すると，創業者の効果が，第 1 式のセレクション

への効果が負で有意であった一方，第 2 式の出席頻度への効果は正で有意であった。この結

果は，内部スタッフ会合への参加経験のある創業者は少ないことが多い一方，内部スタッフ

会合に参入している創業者は出席頻度が高い事を示している。

　内部スタッフ会合へ参入しない創業者が多い一方で，参加した創業者の間では，コミット

メントが高水準であるという示唆は，Effinger and Polborn（2001）のモデル予測の参入者

の群集と抗群集の二分化とも整合的である。

5．結論

　本研究では，企業経営者が業界団体の運営に際して，どのような行動をとるか，独自に設

計された調査で収集されたデータを用いた実証分析によって検証した。調査対象は台湾の上

位 5,000 社から抽出された企業の上層取締役で，業界団体運営の内部会合への彼らの出席頻

度に関するデータを使用した。これらデータを基に，業界団体の運営メンバーの集団内で，

時間コミットメントの差異について実証分析を行った。実証分析により，企業経営者たちが，

集合的行動とフリー・ライディングを選択する決定要因が明らかになった。

　本研究では，業界団体のメンバー選抜プロセスは観測不能であった一方，方法論的に影響

を最小限に緩和した。業界団体運営活動における企業経営者のコミットメントに差があると

いう，先行研究の結果は，依然として確認された。業界団体運営において企業経営者は，専
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有者として，高い出席頻度を示すグループも見られたが，一方で，顕著なフリー・ライディ

ングも確認された。

　ただし，本研究は以下の制約を持つ。まず，調査サンプルの母集団は，小規模な企業や，

創業後期間の短い企業の代表性が低く留まるため，調査結果の外的整合性に一定の制約があ

る。本稿で用いた，台湾の上位 5,000 社のリストには，小規模な企業や創業後間もない企業

も相当数が含まれているとはいえ，そうした代表性の制約は残存する。

　また，母集団として全産業の企業を指向したため，特定の産業のコンテキストにおいての

業界団体の戦略的な運営の影響についての知見は，制約されている。

　加えて，同一の企業経営者が異時点間で業界団体へのコミットメントを分配する可能性も

考えられる。この方法論的問題の解決にはパネル研究が必要である。

　最後に，本稿のモデルでは，企業経営者が業界団体運営と自らの企業の経営活動の間で，

時間を分配するプロセスを考慮した。しかしながら，そうした意思決定においては，これら

二つ以外も多く選択肢が存在する。また，経営者個人の観測不能な異質性も，時間分配に影

響を与える。本研究では，このような問題への対処は十分ではない。

　それにも関わらず，本研究から得られた結果は，政策立案者にとっても有益である。業界

団体の入会率向上によって生じる便益には，政府の資源が効率的に調整・配分されること，

情報共有，不確実性の管理，業界内政治プロセスの透明化がある。各国の政策立案者，特に

新興国の政策立案者が業界団体の実態の知見を深めることは，入会障壁を低下させ，業界団

体の活動の活性化を図る一助となり得る。

　一方で，自然環境資源の保護に取り組む政策立案者は，自主規制的な機能を担う業界団体

の重要性を認識している。そのような見地では，業界団体のメカニズムが向上すれば，同一

の市場機会を前に互いに競い合う企業も，安定的に環境資源保護の協調関係を構築可能とす

る。

　本研究は，企業経営者の業界団体の運営活動の参加には，統計的に有意なコミットメント

の差異が存在することを示した。政策立案者は，このような運営活動内部での分化の実態を

認識した上で，施策にあたるべきである。
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1 ）この回収率は，質問票調査を実施しデータ収集を行なった主要な先行研究の回収率と同様に高
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　 い水準である。
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